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法人の中期目標・中期計画、アクションプラン 

1）中期目標・中期計画 

「本法人は、全国の保健師教育機関の発展と、保健師教育の充実を図り、もって公衆衛生の向上

に寄与することを目的とする。」（定款第 3 条）という目的を達成するために、中期目標・中期計画

を策定します。国の動向を踏まえながら、保健師教育のあり方や教育体制の検討、教育成果の検証

や教員の資質向上、保健師免許の質の確保に向け、組織的に活動します。 
また、事務局体制の拡充整備を行い、中期目標・中期計画（第 3 期中期計画は 5 年間）とアクシ

ョンプラン（単年度）を策定し、機能強化を図るとともに、関係団体と連携・協働して国民への保

健師の周知や保健師の資質向上に貢献します。 
 

（2024 年度から） 
A. 
教育の質保証

１． 公衆衛生看護学教育におけるモデル・コア・カリキュラム（改訂版）を作
成し、保健師教育の内容の充実を図る。 

２． 新カリキュラム等の保健師教育の課題について明らかにし課題の改善お
よび教育内容の充実を図るために指定規則改正等に資する検討を行う。 

３． 保健師教育課程を看護師教育課程に上乗せすることをさらに推進する。 
４． 上乗せ教育における保健師教育課程の効果的な教育方法について検討す

る。 
５． 保健師教育課程の質を保証する評価基準により、会員校が自校の教育課程

を評価することを支援する。 
６． 継続して教育体制のモニタリングを行う。 
７． 保健師教育課程認証評価システムについて、保健師関係団体と共に第三者

評価機構の構築も視野に入れて検討する。 
８． 健康危機管理に関する教材の開発と普及を図るとともに、健康危機発生時

に協力しあえる会員校間のネットワーク体制を構築する。 
９． 会員校が情報交換し効果的な教育展開ができるよう保健師教育に役立つ

教材等の収集および知見の整理、より有効で活用しやすいプラットフォー
ムを作成する。 

＜数値目標＞  
本法人が定める評価基準により自己点検評価を実施した会員校の割合 

B. 
教員の質向上 

１． 教員のキャリアラダーを評価し、必要に応じて見直しを行う。 
２． 公衆衛生看護学の新しい内容や教育方法を取り入れ、キャリアラダーに

位置付けた教員研修を体系化し、さらなる教員の人材育成を図る。 
３． e-ラーニングシステムの活用を検討する。 
４． ブロックでの交流・情報交換、教員のネットワークづくりを促進する。 
５． 活動成果を教員の教育研究業績に資するよう、報告書、協議会誌「保健師

教育」他、多様な方法で公表し、成果を蓄積する。 
＜数値目標＞  研修会参加率（参加校数）、研修会参加者満足度 

C. 
国家資格（免
許）の質保証 

１． 毎年の保健師国家試験の出題内容に関する意見を取りまとめ、国に意見
書を提出する。 

２． 保健師国家試験の質向上に向け、現行出題基準・出題方法の点検・評価を
行い、出題基準改訂に向けて国に意見書を提出する。 

３． 国家試験問題作成のための研修会を実施し、教員の問題作成、クリティ
ーク、ブラッシュアップの能力を育成する。 

４． 受験環境の整備に関する調査を実施し、結果を取りまとめ、国に要望書
を提出する。また、調査実施の必要性についても検討する。 

＜数値目標＞ 国試出題内容調査参加校割合 
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D. 
社会的活動、情
報発信 

１． 教育の質の向上に期する研究に関する研究助成金制度を創設し、成果を
会員校に還元する。 

２． タイムリーな要望書の提出により社会への提言を行う。 
３． 保健師関連団体と協働し、保健師の資質向上に向けた検討と保健師の周

知を行う。 
４． 保健師長会等の職能団体との連携を図り、現場に向けた最新の教育内容・

方法についての発信を促進する。 
５． 国内外に向けて本法人の組織活動を公開する。 
６． 会員校間の情報共有を促進する。 
７． 各所からの委託事業への参画を促進する。 
８． 災害時の会員校等への情報発信とニーズ把握および支援 
＜数値目標＞ 意見書・要望書の提出数（年度）、メールマガジンなどの発行・ 

配信回数（年度） 
E. 
効率化と発展を
目指す組織運
営、及び健全な
財務 

1. ブロック割りやブロック活動について、組織運営の効率化と改善のための
有効性などを評価し、再検討する。 

2. 新規校加入の促進に多方面から取り組む。 
3. 会員校情報の共有と活用を推進する。 
4. 収支バランスを点検し、会計チェック、監事による監査、公認会計士の助

言を基に適正支出と節約に努める。 
5. 研修参加費、寄付金などの安定的な収入確保、および適正な運用を行う。 
6. 事務局業務の外部委託が有効であったかを評価する。 
＜数値目標＞ 保健師養成機関の数に対する会員校率 
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年度計画   2024(令和 6)年度～2028(令和 10)年度   

中期目標 2024(R6) 
計画 

2025(R7) 
計画 

2026(R8) 
計画 

2027(R9) 
計画 

2028(R10) 
計画 

担当 

A. 教育の質保証    
1. 公衆衛
生看護学教
育モデル・
コア・カリ
キュラム
（改訂版）
の作成と保
健師教育の
内容の充実 

・公衆衛生看 
護学教育モデ 
ル・コア・カ 
リキュラ（改 
訂版）を作成 
 

・公衆衛生看
護学教育モデ
ル・コア・カ
リキュラム( 
改訂版）の普
及を図る 

・公衆衛生看 
護学教育モデ 
ル・コア・カ 
リキュラム
（改訂版）に 
適合した教育 
内容の充実を 
図る 

  

 
 

 
 

教
育
課
程
委
員
会 

2. 新カリ
キュラム等
の保健師教
育の課題の
明確化と課
題の改善お
よび教育内
容の充実を
図るために
指定規則改
正等に資す
る検討 

・2022 年度か 
らの保健師新 
カリキュラム 
の評価方法の 
検討 

・保健師教育 
の課題を検討 
・2022 年度 
からの保健師 
新カリキュラ 
ムの実施およ 
び達成状況の 
評価の実施 

・保健師教育 
実態及び課題 
をもとに改善 
に向けた対策 
の検討 

・保健師教育 
の課題の改善 
に向けた提言 
を公開 

 

4. 保健師
教育課程を
看護師教育
課程に上乗
の推進 

・上乗せ教育 
の課程の推進 
策の検討 

・上乗せ教育 
課程の推進策 
の計画化 
 

・上乗せ教育 
課程の推進策 
の実行 
 

・上乗せ教育 
課程の推進策 
の評価 
 

・上乗せ教育
課程の推進策
の再検討 

 
 

教
育
体
制
委
員
会 

6.保健師教
育課程の質
を保証する
評価基準に
よる会員校
の教育課程
評価を支援 

・教育課程の 
質を評価する 
基準の周知お 
よび試行 

・教育課程の 
質を評価する 
基準の公表と 
使用促進 

・教育課程の 
質を評価する 
基準の継続的 
使用と意見聴 
取 

・教育の質を 
評価する基準 
の 3 年間使 
用しての振り 
返り 

・教育の質を 
評価する基準 
の内容の見直 
し 

7. 教育体
制のモニタ
リング 

・評価基準の 
検証（会員校 
調査） 

・評価基準の
継続的実施 

・評価基準の
実施対する意
見を聴取する 
（研修会等の
機会を活用） 

・評価基準の
見直しに向け
ての委員会内
での検討開始 
 

・評価基準の
内容の見直し
案の公表 
 

8.保健師関
係団体と共
に第三者評
価機構の設
立の検討 

・第三者評価 
システム構築 
に向けた具体 
的検討 
 
 

・試行評価の 
準備 
・保健師教育 
の質を保証す 
る団体もしく 
は連合体の設 
立 

・（連合体に
よる）第三者
評価の試行評
価と振り返り 
・本評価準備 
・運営委員会
(仮)の常設化 

・（連合体に
よる）第三者
評価の開始 

・（連合体によ
る）第三者評
価の実施 
 

（
臨
時
）
教
育
評

価 準
備
委
員
会 
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9．健康危
機管理に関
する教育の
充実と健康
危機発生時
の会員間ネ
ットワーク
体制の構築 

・健康危機管 
理に関する教 
育方法の充実 
にむけた教材 
の開発と普及 
 

・健康危機発 
生時に協力し 
あえる会員校 
間のネットワ 
ーク体制構築 

   （
臨
時
）
健
康
危
機 

管
理
対
策

10．保健師
教育に役立
つ教材等の
収集、知見
の整理、プ
ラットフォ
ームを作成 

・国内外の教 
材についての 
文献レビュー 
による活動事 
例や知見の提 
示 
・保健師教育 
の教材プラッ 
トドーム構築 
案の検討 

   

 

広
報
・
国
際
委
員
会 

11.教育体
制、教育内
容・方法な
どの提案、
教育全般に
関する方向
性の提示 

・所掌委員会 
との連携と支 
援 
・指定規則改 
正に伴う全体 
の方向性の検 
討 

    

三
役 

B. 教員の質向上 
1. 全保教
版キャリラ
ダー等教育
研修体制の
見直し 

・キャリアラ
ダー等に関す
る見直しの検
討 

・キャリアラ
ダー等の見直
しに関する方
針の提示 

・キャリアラ
ダー等に関す
る見直し検討 

・キャリアラ
ダー等の見直
しの検討 

・キャリアラ
ダー等の見直
し 

三
役 

2．キャリ
アラダーに
位置付けた
教員研修の
実施 

・教員研修の
体系化の検討 
（キャリアラ
ダーにおける
夏季研修の位
置づけと研修
方法・運営の
有り方の見直
し） 

・ラダー１研
修の内容と方
法、履修認定
方法の施行 

・ラダー２以
降の研修の内
容と方法、認
定方法の検討 

・ラダー２の
研修の体制整
備、施行（新
たな委員会の
設置） 

・ラダー３の
研修施行（新
たな委員会の
設置準備） 

 
 

 
 

 
 

研
修
委
員 

3．e-ラーニ
ングの活用 

・ 効 果 的 な 研
修 方 法 を 研 修
対 象 と 内 容 に
応 じ て 対 面 と
e-learning 方法
の 有 効 性 を 検
討 

・e-learning
教材の体系的
作成方針の検

討 
 
 
 

・ e-learning
で活用できる
教材の収集と
活用の方法を
検討 
 

・ e-learning
教材の作成計
画を検討 
 
 
 

・e-learning 教
材の利用促進 
 
 
 
 

4．ブロック
での交流・
情報交換、
教員のネッ
トワークづ
くりの促進 

・ ブ ロ ッ ク 活
動の評価 
・ ブ ロ ッ ク 活
動 を 通 じ た 教
員 ネ ッ ト ワ ー
ク構築 

    
ブ
ロ
ッ
ク 
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5．活動成果
を報告書、
「保健師教
育」他、多様
な方法で公
表し、蓄積 

・ 保 健 師 教 育
第 8 巻の発刊 
・ 機 関 誌 の 課
題の検討 
・ 

・第 9 巻発行 ・第 10 巻発
行 

・第 11 巻発
行 

・第 12 巻発行 
編
集
委
員
会 

C. 国家資格（免許）の質保証 
1. 国 家 試
験出題内容
に関する意
見書の提出 
 

・第 111 回国家
試 験 に つ い て
全国調査、集計
結 果 の 概 要 を
厚労省に提出 

・第 112 回国
試 
 
 

・第 113 回国
試 

・第 114 回国
試 

・第 115 回国試 

 
 

 
 

 

国
家
試
験
委
員
会 

 
 

2. 国 家 試
験出題基準
改訂への対
応 

・ 出 題 基 準 に
ついての検討 
・ 出 題 基 準 改
訂 に 向 け 意 見
書提出 

 
 

   

3. 教 員 の
問題作成能
力の向上 

・ 国 家 試 験 合
格 率 の 推 移 の
分析・教員の問
題 作 成 力 向 上
の研修会開催 

    

4. 受 験 環
境の整備 
 

・ 調 査 結 果 の
総括 
・要望書提出 

    

D. 社会的活動・情報発信 
1.研究助成
金制度を創
設し、成果
を会員校に
還元 

・ 研 究 助 成 金
制度の検討 

・研究助成金
の実施 

   

 
 

 
 

 
 

 

三
役 

2.要望書の
提出による
社会への提
言 

・ 自 民 党 看 護
問 題 小 委 員 会
ほ か 文 部 科 学
省、厚生労働省
へ の 要 望 書 を
提出 

    

3．保健師関
連団体と協
働し、保健
師の資質向
上に向けた
検討と周知 

・ 保 健 師 関 連
団 体 等 と 協 働
し、保健師の資
質 向 上 に 向 け
た検討 

 
 

   

４ . 保 健 師
⾧会等の職
能団体との
連携による
最新の教育
内容・方法
について発
信を促進 

・共通の公衆 
衛生看護技術 
に関する情報 
発信 
 

 ・公衆衛生看
護学教育モデ
ル・コア・カ
リキュラムの
紹介 

  教
育
課
程
委
員
会 

5. 国 内 外
への活動周
知 

・ ホ ー ム ペ ー
ジ （ 英 語 版 含
む）の効果的な
活用 

    
広
報･

国
際
委

員
会 

6．会員校の
情報共有 

・ 全 保 教 の 略
称・マークの周
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知・普及 
・ メ ー ル マ ガ
ジン活用 

7．災害発生
時の情報発
信とニーズ
把握および
支援 

・ 災 害 等 発 生
時 に 会 員 校 に
対 す る 情 報 収
集、活動の調整
と支援、情報発
信 

・ 
 

   （
臨
時
）
健
康
危

機
管
理
対
策
委
員

会 

E. 効率化と発展を目指す組織運営、及び健全な財務 

1.ブロック
割りや活動
に関する再
検討 

・ ブ ロ ッ ク 活
動 割 や ブ ロ ッ
ク 活 動 に 関 す
る課題の整理 

    

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

三
役 

2．ブック活
動の推進 

地 域 に 応 じ た
ブ ロ ッ ク 活 動
体制の検討 
・ ブ ロ ッ ク 理
事 の 役 割 の 検
討 

   ・ 
 

3. 新規校加
入の促進 

・ 学 校 種 別 入
会 状 況 の 推 移
の分析 
・ 未 加 入 校 へ
の学校種別・ブ
ロ ッ ク 別 の 働
きかけ 
・ 魅 力 あ る 活
動 の 周 知 と 広
報 

    

4. 適正支出
と節約 

・ 公 認 会 計 士
と の 密 接 な 連
携 に よ る 適 正
な 会 計 処 理 の
継続 
・ 安 定 的 な 収
支 バ ラ ン ス の
維持 

    

5. 安定的な
収入確保、
および適正
な運用 

・ 本 法 人 の 会
員 校 に な る 事
の 教 員 に と っ
て の 利 点 を 明
確にする。 
・ 寄 付 金 な ど
の 積 極 的 受 け
入れ 

    

6. 事 務 局
業務の外部
委託の評価 

・ 委 託 業 務 内
容の見直し 

・事務局業務
の外部委託の
適切な運営の
ためのモニタ
リング 

・委託業務内
容の見直し 

・事務局業務
の外部委託の
適切な運営の
ためのモニタ
リング 

・ 委 託 業 務 内
容の見直し 

 

 


